
J-クレジット制度について

令和3年1月

近畿経済産業局
経済産業省産業技術環境局環境経済室作成資料に近畿経済産業局が一部加筆しました



• 我が国では、「パリ協定」を踏まえた「地球温暖化対策計画」に基づいて、温室効果ガス
の排出を2013年度比で、2030年度までに26％、2050年までに80％の削減を目標
に対策を進めてきたところですが、2020年10月26日の菅総理による宣言で、2050年
までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことになりました。

• 脱炭素化のためには技術や社会のイノベーションを起こすとともに重要なのが省エネル
ギーの取組、再生可能エネルギーの主力電源化です。

• J－クレジット制度は「地球温暖化対策計画」等において目標達成のための「分野横断
的な施策」として位置づけられており、2013年度の制度開始以降、主要な温室効果ガ
スであるCO2の排出削減に貢献しています。

• 近畿経済産業局では、省エネ・再エネ設備の導入を促進するため、同制度でクレジット
を創出・活用する企業・自治体等に対して制度利用支援等を実施しているところです。
併せて、同制度におけるクレジット需要を開拓するため、各種制度との連携を図りつつ、
クレジット制度利用の推進事業を行っています。

• 「おもしろ環境まつり2020」にアクセスいただいた皆様にJ－クレジット制度へご関心をお
寄せいただければ幸いです。

はじめに
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分類 対象となる設備や事業
（一部抜粋）

省エネルギー ボイラー

照明設備

空調設備

ヒートポンプ

コジェネレーション

工業炉

再生可能
エネルギー

木質バイオマス

太陽光発電

バイオ液体燃料

廃棄物 食品廃棄物等の堆肥化

森林吸収 森林経営活動

参加事業者の制限なし
大企業、中小企業、地方自治体、地域コミュニティ、・・・

温室効果ガス排出削減・吸収事業を
既に実施済みでもＯＫ

申請日から遡って2年前以降に実施されたものが対象

設備導入（新規/更新）のために国または
地方自治体から補助金を受けていてもＯＫ

設備導入の際に他の補助金を受けていても対象
（一部例外あり）

様々な設備（新規/更新）や事業が対象

クレジットの創出について

• 様々な排出削減・吸収事業が対象であり、誰でもJ-クレジット創出者の可能性があり
• 多様な事業者が様々な排出削減・吸収事業を登録済み

排出削減・吸収事業の認証対象期間は
８年間
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想定されるプロジェクト登録者
工場や事業所等にて設備更新をする
企業・自治体等

想定されるプロジェクト登録者：
燃料供給会社、商店街組合/農協、
設備販売/施工会社、補助金交付主体（自治体等） 9

• プロジェクトの登録形態は「通常型」と「プログラム型」に分かれる。
• 「プログラム型」は削減活動を随時追加することが可能である。

クレジット創出のプロジェクト種類 通常型とプログラム型





プロジェクト計画書作成に関する支援
支援対象者 • 中小企業基本法の対象事業者

• 自治体
• 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、医療法人、福祉法人、学校法人等）

支援条件 • 1事業者当たり1方法論につき1回限り
• 方法論あたりのCO2削減・吸収見込量が年平均100t-CO2以上の事業であること

審査費用に関する支援

妥当性確認（プロジェクト登録に関する審査） 検証（クレジット認証に関する審査）
支援対象者 • 中小企業基本法の対象事業者

• 自治体
• 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、医療法人、福祉法人、学校法人等）

支援回数 • 通常型：1事業につき1年間に2回まで
• プログラム型：1運営・管理者につき1年間に

1回まで
※ただし、同じ方法論で２回受けることは不可。

• 通常型：1事業につき2年間に1回まで
• プログラム型：1事業につき1年間に1回まで

支援条件 • CO2削減・吸収見込量が年平均100t-CO2
以上の事業であること

• 認証申請当たりのCO2排出削減・吸収量が
100t-CO2以上であること。

※審査費用支援の執行額が予算上限額に達した場合、年度途中で受付を終了する場合あり

国・事務局による支援制度

• 支援対象者・支援条件を満たすことで、支援制度を利用することが可能
• 支援内容は毎年度見直しあり
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① 日本国内で実施されること。

② プロジェクト登録を申請した日の2年前の日
以降に実施されたものであること。

③ 認証対象期間の終了日が、8年を経過する
日若しくは2031年3月31日のいずれか早い
日を超えないこと。

④ 類似制度において、同一内容のプロジェクト
が登録されていないこと。

⑤ 追加性を有すること。

※ 原則として、設備の投資回収年数が３年
以上かどうかで追加性の有無を判断。

⑥ 方法論に基づいて実施されること。

⑦ 妥当性確認機関による妥当性確認を受けて
いること。

⑧ （吸収プロジェクトのみ）永続性担保措置を
取ること。

⑨ その他本制度の定める事項に合致している
こと。

登録の要件
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① プロジェクトを実施した結果生じていること。

② 排出削減・吸収量が、プロジェクト計画書に
従って算定されていること。

③ 検証機関による検証を受けていること。

④ ②の排出削減・吸収量を算定した期間が、
認証対象期間の開始日から8年を経過する
日若しくは2031年3月31日のいずれか早い
日を超えないこと。

⑤ 類似制度において、プロジェクト登録や排出
削減・吸収量の認証を受けていないこと。

⑥ その他本制度の定める事項に合致している
こと。

認証の要件

プロジェクト登録と認証の条件











• クレジットは、「①相対取引」と「②入札販売」の２つの方法がある
① 相対取引：制度HPに売り出しクレジットを掲載 または 仲介事業者を利用
↓ （掲載後６カ月以上経過しても取引が成立しない場合）
② 入札販売：政府保有クレジットと合わせて、入札を実施

クレジットの売買について

②①
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 活用方法によっては、使用できるクレジットの種類が限られており、注意が必要。

Ｊ－クレジットの種別
再エネ電力 再エネ熱 省エネ 森林吸収

温対法での報告
（排出量・排出係数調整） ○ ○ ○ ○

省エネ法での報告
（共同省エネルギー事業に限る） × × ○ ×

カーボン・オフセット ○ ○ ○ ○

CDP・SBTでの活用 ○※1 ○※1 × ×

RE100達成のための報告 ○※1  × × ×

ASSET事業の目標達成 ○ ○ ○ ○

低炭素社会実行計画の目標達成 △※2 △※2 △※2 ×
※1 報告可能な値はプロジェクトごと、認証回ごとに異なる。
※2 低炭素社会実行計画に参加している事業者が創出したクレジットは対象外。

＜クレジット種別での活用可否＞
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Jークレジットの種別による活用方法の制限













お問い合わせ先

●J-クレジット制度 全般に関するお問合せ●

J-クレジット制度事務局
みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第２部

TEL：03-5281-7588
（制度全般）E-mail：help@jcre.jp

（登録簿関係）E-mail：registry@jcre.jp
受付時間：平日（月～金） 9:30～12:00 / 13:00～17:30

HP：https://japancredit.go.jp/

制度の最新情報・クレジット創出支援内・クレジット創出事例・クレジット活用事例
など情報豊富です。
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